様式第３号

参加資格確認書（単独事業者）

鳥取県知事　平井　伸治　様

当社（団体である場合は当団体）は、本事業に申請するに当たって、また、本事業の実施期間内及び完了後において、下記のいずれにも該当しないことを誓約いたします。この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。

記
事業名称：鳥取県LED照明器具への買換え応援事業に係る執行団体公募

１　当社は、法人格を有しています。

２　当社は、鳥取県内に本店、支店、営業所又はその他の事業所を有しています。

３　当社は、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者です。

４　当社は、この公募要領の交付開始日から本業務の応募申請書提出日までの間のいずれの日においても、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定による更生手続開始の申立てが行われた者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定による再生手続開始の申立てが行われた者ではありません。

５　当社は、本件公募において参加する単独事業者又は他の共同事業体の構成員ではありません。

６（１）当社（団体である場合は当団体）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止に関する法律（平成３年法律７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）であること又は法人等の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であること

（２）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしていること

（３）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していること

（４）役員等が暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難されるべき関係を有していること

７　当社は、鳥取県との協力・連携体制及び個人情報保護の体制を構築できる者であります。
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